税効果会計全面導入の根底にある理論 by 大沼 宏 & Ohnuma Hiroshi
税効果会計全面導入の根底にある論理
大 沼 宏
第1節 会計ビッグバンの目玉
平成10年10月企業会計審議会により 『税効果会計に係る会計基準(以 下,税
効果基準 と省略)』が設定され,こ れ まで連結財務諸表のみに適用 されていた
税効果会計が,い よいよ個別財務諸表にも全面的に導入す ることとなった。こ
の税効果会計 とは,「企業会計上の収益 または費用 と課税所得計算上の益金ま
たは損金の認識時点の相違等により,企業会計上の資産 または負債の額と課税
所得計算上の資産または負債の額に相違がある場合において,法 人税その他利
益に関連する金額を課税標準 とする税金(以 下 「法人税等」 という)の 額に適
切に期間配分することにより,法人税等を控除する前の当期純利益 と法人税等
を合理的に対応させることを目的とする手続 きである。」1)とされる。一般的に,
税効果会計(taxeffectaccounting)とは,法 人税等 と当期利益 とを適正 に期
間対応 させ る2)発生主義会計(accrualaccounting)に則 した会計処理 と理解
される3)。
1)『税効果会計 に係る会計基準』「税効果会計に係る会計基準の設定について」1.
経緯参照。
2)齋藤[1997]は税効果会計における 「対応」関係はその他の費用の認識基準であ
る対応概念 とは異な り,「ある計算要素が,税 引前利益の計算に含 まれる場合,
その計算要素が及ぼす法人税等の支払額への影響 もまた同 じ期間の損益計算に含
め られるという意味での 『対応』 に他ならない」 と述べて区別す る。
3)こ の議論の前提 として,税 効果会計を適用する財務会計 と税務会計 との 「差異」
とは何であるか,税 効果会計を適用する範囲はいかなるものか,そ して計算方法
にはどの ような ものがあるかという点についての指摘が必要である。第…の税効
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税効果会計を連結財務諸表のみならず個別財務諸表についても全面的に導入
する必要性は,西村[1990]などにより従来強 く主張されてきた。弥永 ・足田
[1998]は次 の ように述べ る。
たとえば,あ る取引事象 に対 してそれによって生 じた損益を財務会計上は
当期 に認識するものの,税 法上はその損益を次期以降で認識するような場合
を想定すると,その損益が税引き前利益段階で当期 に認識される一方で,そ
の損益にかかる法人税は税引き後利益段階で次期以降に認識されると行った
ね じれが生 じることになる。財務会計 と税法とではそれぞれ主 とする目的が
果会計を適用する 「差異」には2種 類 ある。一つは期間差異(timingdifferences)
とい うものであ り,い ま一つが本文で取 り上 げる一時差異(temporarydiffer-
ence)である。両者は大筋 において一致するのだが,弥 永 ・足田[1998]によ
ると,期 間差異は税引 き前利益 と課税所得 との差異のみを含むのに対 し,一 時差
異 は税法上と財務会計上の資産 ・負債金額の差異全てを含んでいる点 に違いがあ
る。我が国の税効果基準 は後者である一時差異 に税効果会計 を適用す るとしてい
る。第二に,税 効果会計 を適用 して期間配分の対象 とする一時差異はどこまで を
含 むか については2通 りの方法がある。一つが全面 的配分法(comprehensive
allocationapproach),いま一つが部分的配分法(partialallocationapproach)
というものである。前者は一時差異の全てに対 して税効果会計 を適用 しなければ
ならない とするアプローチである。これに対 して,後 者は無期限に延期 される税
金支払いや回収に関わる一時差異については期間配分の対象 とすべ きではない と
するアプローチである。なお,部 分的配分法は恣意性があまりに強い として,我
が国の税効果基準は全面的配分法を採用 している。第三に,税 効果会計の計算方
法 としては繰延法(deferredmethod),資産/負 債法(assetiabilitymethod),
税引後法(netoftaxmethod)の3種類があ る。繰延法 とは,費 用収益対応 の
原則に則 して,一時差異が発生 した期の法人税算の期間対応 を主目的としている。
このため計算の起点は損益計算書におかれ,繰 延税金資産負債算定時に適用 され
る税率は,一 時差異発生時の税率が適用 される。資産/負 債法 とは,財 務会計に
基づ く資産負債価額 と税務会計 に基づ く資産負債価額の差異を一時差異 とする方
法である。そこで将来の法人税算の支払額を減 らす効果を持つ もの を繰延税金資
産 として認識 し,…方で将来の法人税等の支払額 を増額する効果を持つ ものを繰
延税金負債 として認識する。計算の起点は貸借対照表におかれ,適 用される税率
は一時差異が解消 される時点の税率 となる。 よって税率が変われば,繰 延税金資
産負債価額を再評価す る。税引後法は一時差異か ら計算される繰延税金資産負債
を関係す る勘定から直接控除す る方法である。税効果基準は計算法に資産負債法
を採用す ることとしている。詳細 は弥永 ・足田[1998],RiahレBelkaoui[1998]
を参照。 また税効果基準が以上のような体系になった根拠等 については 『税効果
会計 に係 る会計基準』「税効果会計に係る会計基準の設定について」を参照。
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異 なっているため,両 者の損益認識基準の聞にずれが生 じてしまうことは必
然的である。そ して,こ のずれは近年の企業の事業活動の多様化及び財務会
計の国際的調和等を背景に無視で きない問題 となってきている。(5頁)
この様に主張することで,税 効果会計導入の合理性 を説明する。 しか し,こ
こで単純 な疑問が浮かぶ。税効果会計を導入 したからといって,当 期に支払 う
税金キャッシュアウ トフローには変化はない。あくまでも税引前当期純利益 に
対 して支払うべ き税額を表記することが税効果会計の目的 といえる。むしろこ
れまでの税効果会計を適用 しなかったときの方が,当 期 に支払 う法人税等のキ
ャッシュアウ トフローを損益計算書においてス トレー トに表示する。
これに対 して,最 近雑誌 ・新聞等を賑わすのは,キ ャッシュフローを要 とす
る企業経営の必要性に関する議論である。機関投資家が企業評価 を行う場合は,
税引後当期純利益の他 にキャッシュフローを中心に分析 を行 う。 また最近の
EVA経営やキャッシュフローベースの経営 とい う論調は,会 計上の利益 とは
別に現金の流れを重視 して経営を行 うべ しという主張が根底にある4)。これは
会計的にいえば,現 金主義的 といって もよかろう。対照的に,税効果会計は発
生主義会計その ものの論理を純粋 に追求 したものである。いわば発生主義会計
と現金主義会計(キ ャッシュフロー会計)の 対立の図式が,近 年の会計ビッグ
バンの根底 に伺える。
もちろんことはそれほ ど単純な図式ではない。 しか し90年代後半になって相
次 ぐ会計制度改革は,会 計基準の国際的調和化ばか りが中心に据えられがちで
ある。税効果会計の強制適用化を急務の課題 とした企業会計審議会及び日本公
認会計士協会のね らいは,単 に会計基準の国際的調和化だけにあったのか。本
稿では税効果会計の理論的根拠を発生主義会計 と現金主義会計(キ ャッシュフ
ロー会計)と いう二つの軸か ら検証することを目的とする。
まず我が国の税効果基準 と日本公認会計士協会が発表 した 『個別財務諸表に
4)EVA経 営及びキャッシュフローベースの会計に関す る詳細 は稲盛[1998],伊
藤[1999]第9章を参照。またEVAに 関しては,Stewart[1991]及び訳書[1998]
を参照。
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おける税効果会計に関す る実務指針(以 降個別指針)』『連結財務諸表における
税効果会計に関する実務指針(以 降連結指針)』の根底 にある会計的論理 を検
証 する。引 き続 いて,税 効果会 計 を世界 に先駆 けて導入 したアメ リカの
FASB財務会計基準書109号(以降SFAS109)についても重ねてその会計的論
理について検討する。この検討を通 じてキャッシュフロー会計 と税効果会計の
盲点 とされがちなリンケージを探 り,今後の研究課題を明 らかにする。
第2節 我が国の税効果基準にみる会計思考
法人税法に基づいて計算 される課税所得 と財務会計上の当期純利益が一致す
ることはまれであるばか りか,ほ とんどあ り得ないと一般に考えられる。なぜ
な ら,財務会計 と課税所得計算(税 務会計)は その 目的が異なるからである。
収益または費用(益金 または損金)の認識時点,資産 または負債の額において,
財務会計 と税務会計 とで相違の見 られるほうがむ しろ普通である。
たとえば減価償却費についていえば,財 務会計に基づ く場合と税務会計に基
づ く場合 とでは,法 人税法に償却限度額が設定されていることか ら通常相違す
る。財務会計に基づ く固定資産価額 と税務会計に基づ く固定資産価額に相違が
生 まれるのはこのためである。引当金 についても,財務会計は発生主義に基づ
く適正な期間損益計算の遂行という目的か ら,企業会計原則注解18の要件に基
づ く限 りその設定に特段の制限はない。一方税務会計では,引 当金繰入額を損
金 として処理するにも損金経理の要件である債務確定基準が満たされていない
ということか ら,「別段 の定め」(法人税法52-54条)によって引当金の設定が
容認 されている。 もっとも,税務会計上引当金は返品調整引当金,退 職給与引
当金,貸 倒引当金の3つ しか設定で きないことになっている。 しかもこれら引
当金については損金算入の限度額が定められていることか ら,それを超える額
について納税申告書上損金処理はで きない。このように財務会計 に基づ く引当
金額 と税務会計に基づ く引当金額にも差異が生 じる。
以上から,財務会計に基づ く資産負債の測定額 と税務会計に基づ く測定額で
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は差異が生 じるケースが極めて多いことが予想される。この差異には二種類あ
り,その一つが一時差異 というものであり,い ま一つが永久差異5)とい うもの
である。税効果会計は前者である一時差異 を,「当該一時差異が解消するとき
に税務申告上その期の課税所得を減額 させ る効果を持つもの(将 来減算一一時差
異ldeductibletemporarydifference)」と 「増額 させ る効果 を持つ もの(将
来加算一時差異:taxabletemporarydifference)」6)の二つに分類する。こ
一時差異に,回収または支払が行われると見込まれる期の実効税率7)を乗 じて
得 られた金額が,将 来減算一時差異については繰延税金資産 として,将 来加算
一時差異については繰延税金負債 として貸借対照表において認識する。繰延税
金資産負債 を計上することによって,法 人税等の費用 を複数期間に渡 り期間配
分するのである。
税効果基準によると,将来減算一時差異は将来の課税所得を減額させる効果
を持つ ものを包括的に含めるため,繰 越欠損金や繰越税額控除も一時差異 とし
ている(第 二の一の4)。しか し一時差異が課税所得を減算(加 算)す るかど
うか というのは極めて主観的な問題であ り,経営者による相当程度の見積 もり
や判断を必要とする。もっとも発生主義に基づ く限り,経営者による何 らかの
判断や裁量 を必要 とするのは,な にも税効果会計にとどまらない。
だが,繰 延税金資産及び負債 を計上する場合,通 常の資産負債 を計上するの
とは少々異 なる側面がある。 というのも,一時差異を繰延税金資産負債 として
認識するには,経 営者のかなり厳密な確率論的な判断が必要 とされるか らであ
る。そこで具体的にA企 業における次のケースをもって,一 時差異を繰延税金
5)「個別指針」 によると,永 久差異 とは税務上の損金算入限度額,損 金不算入の罰
科金,受 取配当金の益金不算入額の ように,税 引前当期純利益の計算において,
費用 または収益 としては計上されるが,課 税所得の計算上は永久に損金 または益
金に算入 されない項 目のことをい う(par.14)。
6)『税効果会計に係る会計基準』第二の…の3参 照。
7)「連結指針」par.20によると法定実効税率は以下の ように求められる。
法人税率 ×(1+住 民税率)+事 業税率法定実効税率 =
1+事業税率
これによると平成11年現在の実効税率は40.87%になっている。
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資産負債 として認識することの困難性を,「個別指針」の設例をもとに説明する。
(設例)
A社 は以下の各資料に基づ き,x1年とx2年の税金の期問配分計算 を行う。
(A社の課税所得の計算)
A社のx1年及びx2年の法人税等 として納付すべ き額の内訳は次の通 りであ
る 。
x1年 x2年
税引前当期純利益 500 200
加算:貸倒引当金損金算入限度額超過額 1000 500
加算合計 1000 500
減算:棚卸資産評価損認容 一 600
固定資産圧縮積立金繰入額 200 一
減算小計 200 600
課税所得 1,300 100
なお,実 効税率はx1年は46%,x2年は40%とする。
この設例 において繰延税金資産と繰延税金負債を計算 してみる。
まず貸倒引当金であるが,個 別の債権の回収可能見込みにより必要と認めた
額 を計上 しているため,税 務上の損金算入限度超過額8)がそれぞれx1年に
1,000,x2年に500生じてお り,x2年末における税務上の損金算入限度超過額
の累計は1,500となる。
当該損金算入限度超過額は,会 計上の債権計上額が決済されたとき(貸倒償
8)貸倒引当金について損金算入限度額をもととした将来一時差異が生じるのは,法
人税法一ヒの貸倒認定の厳格さが原因にある。法人税法52条及び法人税法施行令96
条によると,金銭債権の貸倒その他これに類する事情による損失見込額を貸倒引
当損として損金算入するためには,金銭債権を個別評価するものと一括評価する
ものとに分けて,それぞれについてかなり厳格な要件を満たす必要がある。詳細
は武田[1999]参照。特に平成10年度法人税改正により,従来利用されてきた法
定繰入率が平成14年度を最後に利用できなくなり,貸倒実績率に一本化されるこ
とも繰入限度額を狭める要因である。
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却を実施 したとき,貸倒引当金の取崩 しが行われたとき等)に,課 税所得の計
算上減算されるため,将 来減算一時差異に該当する。 したがって,こ れに係る
繰延税金資産を計上する。 また実効税率がx2年には46%から40%に引 き下げ
られたので,繰 延税金資産 もこれにあわせて再評価する。
仕 訳
(x1年)
(借方)繰 延税金資産460/(貸 方)法 人税等調整額460
① 期首繰延税金資産0
② 期末繰延税金資産1,000×46%=460
③ 繰延税金資産増加額 ② 一①=460
(x2年)
(借方)法 人税等調整額260/(貸 方)繰 延税金資産260
① 期首繰延税金資産1,000×46%=460
② 期末繰延税金資産500×40%=200
③ 繰延税金資産減少額 ② 一①=-260
次 に棚卸資産評価損の認容である。 これはx1年に棚卸資産評価損を損金 と
して経理 したが,申 告の際には損金 として認定されなかった ものがx2年に損
金 として認定 されたとい うことである。x2年には評価損を計上 した在庫品を
すべ て処分 したため,xユ年に財務会計上で計上 した評価損600がx2年に課税
所得の計算上損金に認容 される。その結果,x1年では財務会計上の棚卸資産
評価額は税務上の簿価 を下回ってお り,将来減算一時差異が生 じていたが,
x2年に当該滞留品をすべ て処分 したため,x2年において,将 来減算一時差異
は解消する。
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仕 訳
(x1年)
(借方)繰 延税金資産276/(貸 方)法 人税等調整額276
① 期首繰延税金資産0
② 期末繰延税金資産600×46%=276
③ 繰延税金資産増加額 ② 一①=276
(x2年)
(借方)法 人税等調整額276/(貸 方)繰 延税金資産
① 期首繰延税金資産600×46%=276
② 期末繰延税金資産0×40%=0
③ 繰延税金資産減少額 ② 一①=-276
276
次に固定資産圧縮積立金についてである。x1年度に固定資産の取得価額に
ついて圧縮記帳を200行ったが,これについてA社 は利益処分方式 を選択 した。
x2年度以降8年 問に渡 り毎期固定資産圧縮積立金を25つつ取 り崩 し,当 該取
崩高を課税所得 に加算することになる。減価償却資産を利益処分方式により圧
縮記帳 した場合,翌 期以降財務会計上の減価償却額が税務上の減価償却額 を上
回ることになる。その上回る額に相当する額については,残存耐用期間を通 じ
て税務上の圧縮記帳額(固定資産圧縮積立金及びこれに対応する繰延税金負債)
の取崩 しを行い,同 額が課税所得の計算上益金の額に算入されることになる。
また,そ の後当該減価償却資産の売却又は除却が行われた場合には,会計上の
売却益(又 は売却損)が税務上の益金(又 は損金〉の額を下回る(又は上回る)
ことにな り,売却(除 去)時 における税務上の圧縮記帳額残高(固 定資産圧縮
積立金の残高及びこれに対応する繰延税金負債)が 取 り崩され,益 金に算入さ
れることになる。
このように,利益処分方式による圧縮記帳額は将来加算一時差異 に該当する
か ら,税効果会計の適用に当たっては,こ れに係る繰延税金負債を計上するこ
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とになる。
仕 訳
(x1年)
(借方)法 人税等調整額92/(貸 方)繰 延税金負債92
① 期首繰延税金負債0
② 期末繰延税金負債200×46%=92
③ 繰延税金負債増加額 ② 一①=92
(x1年度 利益処分)
(借方)未 処分利益108/(貸 方)固 定資産圧縮積立金108
当期圧縮記帳積立金200のうち,繰 延税金負債計上分を控除した額が108(=
200-92)になる
(x2年)
(借方)繰 延税金負債22/(貸 方)法 人税等調整i額22
① 期首繰延税金負債200×46%==92
② 期末繰延税金負債(200-25)×40%ニ70
③ 繰延税金負債減少額 ② 一①=-22
(x2年度 利益処分)
(借方)未 処分利益
(借方)固 定資産圧縮積立金
?
?
?
12/(貸方)固 定資産圧縮積立金12
15/(貸方)未 処分利益15
税率変更による固定資産圧縮積立金への加算額200×(46-40)%=12
税務上の取崩額25の税効果控除後の金額25×(100-40)%=15
固定資産圧縮積立金の純減額 ② 一①=3
税務上の取崩 し25による固定資産圧縮積立金の取崩高は15(=25-10)。税
務上の取 り崩 し額か ら控除される10という金額は税務上の取崩額(25×40%)
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で計算される。
以上の計算の結果,x2年における繰延税金資産は貸倒引当金損金算入限度
超過額に係る200,繰延税金負債は圧縮記帳積立金 に係る70となる。ところが,
業績の悪化に伴い,利 益予測の大幅な修正が必要となったとしよう9)。具体的
には,当 初の見込みではx2年度は100の利益が予想 されていたが,x2年度末
の見込みで逆に500の損失に変わったと想定する。
この場合繰延税金資産の回収可能性について,慎 重に検討する必要が生まれ
る。繰延税金資産は将来の利益から税金が控除できる可能性 を税務便益(tax
benefit)と見なして,資 産計上するものである。 この場合将来控除可能な利
益を計上で きるかどうかが,繰 延税金資産計上の可否の決め手となる。繰延税
金資産の資産性は回収可能性の可否に係っているといえる。具体的に繰延税金
資産の回収可能性 を検討する場合,「個別指針」 によると,次 の3点 か ら検証
する(par.21)。
1.収益力に基づ く課税所得の十分性
将来減算一時差異に係 る税効果を認識する場合,将 来減算一時差異の解
消年度及びその解消年度を基準 として税務上認められる欠損金の繰戻 し及
び繰越 しが可能な期間(以 下 「繰戻 ・繰越期間」)に,課税所得が発生す
る可能性が高いと見込 まれること
9)平成11年9月8日に日本公認会計士協会から 「繰延税金資産の回収可能性の判断
に関する監査上の取 り扱い」(公開草案)が公表された。繰延税金資産について
は商法上の配当制限の定めがないことから,繰延税金資産の回収可能性について
の監査人の判断はきわめて重要であるという事実認識が背景にある。回収可能性
の判断の具体的な手川頁としては,おおよそ次の4段階のステップを踏む。第1の
ステップは将来減算/加算一時差異の将来解消見込み年度の予測を行う。第2に
将来減算一時差異の解消見込額と将来加算一時差異の解消見込額とを,それぞれ
解消見込年度ごとに相殺する。第3に,第2ス テップでも解消しない将来減算一
時差異の解消見込額について将来年度の課税所得見積額と相殺計算を行う。最後
に以上のステップで相殺しきれなかった将来減算一時差異に係る繰延税金資産つ
いては,その回収可能性はないものと判断して控除することとなる。
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となっている。将来減算一時差異と相殺できる課税所得が生 じることが,
繰延税金資産認識の必要条件となっている。
2.タ ックスプランニ ングの存在
将来減算一時差異の解消年度及び繰戻 ・繰越期間又は繰越期間に含み益
のある固定資産又は有価証券を売却する等,課 税所得を発生 させるような
タックスプランニ ングが存在すること
通常の業績からは利益の計上は見込めないが,将 来減算一時差異の解消
年度内に課税所得を計上できるような取引を行 う計画がある場合,相 殺で
きる課税所得が見込めるため繰延税金資産が認識できるとなっている。
3.将来加算一時差異の十分性
① 将来減算一時差異に係る税効果の認識
将来減算一時差異の解消年度及び繰戻 ・繰越期間に将来加算一時差異
の解消が見込 まれること
② 税務上の繰越欠損金に係 る税効果の認識
繰越期間に税務上の繰越欠損金 と相殺 される将来加算一時差異の解消
が見込まれること
以上3点 からいえることは,な んらかの課税所得が将来減算一時差異の解消
年度及び繰戻 ・繰越期間に計上できな くては繰越税金資産は計上できない とい
うことである。税務便益の認識に必要なのは,将 来に課税所得が計上できるか
どうかの見積 もりとその可能性の高 さである。この設例 においてはx2年度の
利益予測の修正が必要 とな り,当該年度における将来減算一時差異が解消可能
か どうかの判断が必要になった。特に,貸 倒引当金超過額計上に伴う将来減算
一時差異に関して繰延税金資産を認識 しているのであるから,相殺すべ き当期
純利益がx2年度だけではな くその後の期間において も計上できるかが問題 と
なる。
上記の3点 か らx2年 度中における繰延税金資産200の回収可能性 を検討 し
た結果,将来加lj-一時差異が200あるところから,繰延税金資産200のうち,50%
程度 を減額するのが適当であると予想 されたならばどうなるか。以下のような
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仕訳 を行って繰延税金資産の資産計上額を引 き下げることになる。
仕 訳
(借方)法 人税等調整額100/(貸 方)繰 延税金資産
① 期首繰延税金資産500×40%=200
② 期末繰延税金資産500×50%×40%=100
③ 繰延税金資産減少額 ② 一①=-100
100
このように繰延税金資産の認識測定及び評価には,実 効税率の予測や一時差
異の回収期 間,課税所得の計上可能性など実に多 くの見積要素が介入する。特
に繰延税金資産の回収可能性には慎重な判断と確実な利益予測が求められる。
税効果会計が発生主義会計の典型 とされるのはこの点にある。 もっとも,税効
果会計の目的は繰延税金資産負債の計上だけにあるのではない。発生主義会計
の主目的は適正な収益及び費用の計上にある。税効果会計はあくまで当期税引
き前利益に対する適正な法人税等の計上が主要な目的である。この会計処理の
中で法人税等 を期間配分 した結果 として繰延税金資産負債 は計上 される。また
発生主義会計が優i位とされるのは,繰 延税金資産負債の ような発生処理額
(accrual)の計上が,企 業の将来キャッシュフローの額及び時期を評価する
のに有用な情報 を提供するところにある(Rayburn[1986])。以上 を踏 まえ
ると,次 のように解釈 される。
発生主義会計 を追求 した結果,法 人税 を期間配分する会計手続である税効果
会計が生まれてきた。期間配分する結果繰延税金資産負債が計上されるが,根
底にあるのは税務便益 とは何か という点である。将来の税金支払額を減少させ
る,す なわち税金に関しての将来キャッシュインフローを増額する要素が将来
減算一時差異である。これに対 し,税金に関しての将来キャッシュアウ トフロー
を増額する要素が将来加算一時差異 となる。
一方で税効果会計を適用する場合,配 当可能利益の算定に影響を与えるので
繰延税金資産負債の計上には慎重になる必要がある。なぜなら,法 人税等を調
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整する結果当期純利益の金額は,予 測の要素をかな り踏まえて計算されるか ら
である。この計算の裏付けとして,繰 延税金資産負債が信頼性のある資産性 ・
負債性 を持つかどうかが重要である。以上を担保するために,当 該資産負債か
ら将来的にキャッシュフローが得 られるか どうかというフィルターを設けた。
これが繰延税金資産の回収可能性評価に当たる。つまり税効果会計は発生主義
会計の典型 とはいえ,キ ャッシュフローが将来的に獲得可能か否かが基盤 にあ
る。 これ と同時に,将 来キャッシュフローの予測に資する機能を税効果会計は
持つ と一方で理解 されている。税効果会計 とキャッシュフロー会計は,時 間軸
の現在 と将来 という一本の軸でつながっている。
第3節SFAS109号「法人税等の会計」に見る会計思考
米 国で は1992年の2月 にFASBか らSFAS109号「法 人 税 等 の会 計」
(AccountingforIncomeTaxes)が公表されてお り,これが現時点での税効
果会計の会計基準である。 このSFAS109号公表 まで様々な紆余 曲折があった
ことは有名である10)。しか しこの基準が現在では世界的に見て,も っ とも基
本的な税効果会計のス タンダー ドであることは周知の事実である。
SFAS109号はIAS12号及び我が国の税効果基準が参考 としたように,一 時
差異に基づ く税効果を会計処理する方法として「資産負債法」を採用 している。
したがって貸借対照表をベースに一時差異を把握 し,こ れに一時差異解消時点
の実効税率を乗 じて繰延税金資産または負債を計算するところは変わらない。
基本的に以下の説明がSFAS109号の性格 を物語っている。
財務諸表は,財 務諸表 または納税申告書(taxreturns)において認識 さ
れた全ての事象の当期及び繰延の税効果(taxconsequences)を反映すべ き
10)APB11号 の 後 を 受 け てSFAS96号 「法 人 税 等 の 会 計 」(AccountingforIncome
Taxes)が1987年に 公 表 さ れ た が,予 想 以 上 に 反 論 が 多 か っ た 。 こ れ に つ い て は
ChaneyandJeter[1989]を参 照 。 こ の 後SFAS100号,103号 と基 準 書 の 実 効
が 繰 り延 べ ら れ,最 終 的 にSFAS109号公 表 に 至 っ た 。 こ の 経 緯 につ い て はPre-
vitsandMerino[1998]ch.8を参 照 。
206 商 学 討 究 第50巻 第2・3号
であるとFASBは結論づけた。FASBは資産負債法による法人税等等の会
計処理が,FASB概念基準書No.6「財務諸表の構成要素」の定義及び当該
概念基準書の他の部分とももっとも整合すると考える。(par.63)
SFAS109号は税効果会計の 目的を,(1)当期において支払可能な税額 と還付
可能な税額を認識 し,(2)財務諸表ない し納税 申告書においてすでに認識された
事象の将来の税効果額を当期の繰延税金資産負債 として認識す ることにある
(par.6),としている。SFAS109号は税効果会計を,過 去の税務に関わる事
象と将来の税務 に関わる事象を包括的に認識する会計システムであると規定 し
ている。 とはいえ,納税 申告書によって計算 される支払税金は当期及び過年度
の事象や将来年度の事象が全 て合算 された(aggregated)結果であるため,
繰延税金資産負債を認識 したか らといってその全てが現実の税金支払額になる
かどうかはいえない(par.7)。最終的には,Petreeetal.[1995]が指摘する
ように繰延税金資産負債の認識にはかなりの見積 もりと概算などの主観的判断
(subjectivity)が必要となる。
税効果会計を導入することで,企 業の現金に影響 を及ぼす取引または環境要
因などによる財務的影響を財務諸表において認識することが出来る。 この意味
からすると,税 効果会計は 「資源及び企業活動に費やされた現金が当該企業に
更に多 くの(ま たは少ない)現 金 として回収 されるプロセスに関連」(財務会
計概念基準書(以 降SFAC)No.1,par.44)する発生主義会計の典型である
といえる。
税効果会計を適用 した結果認識された繰延税金資産負債はキャッシュフロー
と強い関係を持つことが指摘 されている。将来減算一時差異 と繰越税額控除及
び欠損金は将来年度の課税所得及び未払税金を減少させる以上,間 接的である
にせ よ,将 来キャッシュインフローに貢献する(par.81)。繰越欠損金が計上
できれば,こ れにより将来の税金還付額を増加 させ る。そうである以上,将 来
減算一時差異に基づ く繰延税金資産は,直 接的に将来キャッシュインフローに
貢献する(par.81)。また繰延税金資産はSFACNo.6にある資産の定義の 「特
定の実体がその経済的便益 を獲得することができ,その便益に他の実体が接近
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するのを支配することがで きる」及び 「その便益に対する実体の権利またはそ
の支配を付与する取引その他の事象が既に発生していること」(SFACNo.6,
par.26)を満た しているとして,そ の資産性 を担保する(pars.82-86)。繰延
税金資産の資産性は将来キャッシュフローを獲得できるかどうかにあるので,
仮 にその実現の可能性が疑わ しい場合は評価性引当金(valuationallowance)
の設定を求める(par.17)11)。MillerandSkinner[1998]が指摘するように,
こうした評価勘定の設定については経営者の恣意性がかなり強い。繰延税金資
産の認識測定及び評価には,経 営者の確率論的な判断がかな り必要になる。
一方,繰延税金負債を認識する場合 も繰延税金資産 と同様に,将 来キャッシ
ュアウトフローとの関係がポイントとなる。繰延税金負債は将来加算一時差異
によって,将来支払税額が増加するとい う負の税務便益を踏まえて認識される。
繰延税金負債 はSFACNo.6にある(a)特定の事象 の発生 または請求 に従 っ
て,あ る特定の期日または確定 しうる期日に,発 生の可能性の高い将来の資産
の譲渡または使用 による弁済を伴 うような,一つ以上の他の実体に対する現在
の義務 または責任 を具体化 している,(b)その義務 または責任は,将 来の犠牲 を
避ける自由裁量の余地をほとん ど残 さないか全 く残 さずに,あ る特定の実体に
負担を負わせる,及 び(c)その実体に債務 を負わせる取引その他の事象は既 に生
起 している(SFACNo.6par.36)という3つ の条件か ら主に判断される。
(a)は法的債務に基づき,将 来のキャッシュフローが当該実体から流出するかど
うか という視点に立つ判断基準であるから 「キャッシュアウ トフロー基準」 と
名付けられよう。繰延税金負債 は政府から課させる租税債務に基づいて発生す
るものであ り,キャッシュアウ トフロー基準は満たす と判断される(par.76)。
続いて(b)法的債務に基づ くキャッシュフローの流出は避けられないかどうかと
11)評価 性 引 当 金 が 設 定 され る の は,繰 延 税 金 資 産 の 一 部 ま た は 全 部 が 実 現 しな い 「可
能 性 が 高 い 」(morelikelythannot)場合 と さ れ る(par.17)。この 可 能 性 は50%
超 の 確 率(alikelihoodofmorethan50percent)と一 般 に は 理 解 さ れ て い る が,
MillerandSkinner[1998]はこ れ に つ い て の 判 断 は 経 営 者 の 裁 量 に任 さ れ す ぎ
て い る と して,し っ か り と し た 原 則(formulae)や明 確 な 実 務 指 針(cleargui-
dance)の確 立 を 求 め る。
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いう基準である。これは 「非回避基準」 と名付け られよう。繰延税金負債の決
済を一時的に繰 り延べるあるいは延期をさせることは可能かもしれない。だが
SFAS109号が全面的配分法を採用 している以上(par.16),非回避基準 に合致
していると考えるのが自然である(par.78)。(c)については原因となる事象が
発生 しているか どうか という基準であ り,「既発生基準」 と名付 けられる。将
来加算一時差異が過年度の課税所得 に対 して発生 した租税債務に基づ くもので
ある以上,こ の基準 も満たす。以上か ら将来加算一時差異 に基づ く繰延税金負
債 を認識することが可能となる。
当然のことであるが繰延税金資産及び負債が認識 されるのは,SFACNo.
6にある資産及び負債の定義に合致 しているからである。これを更に注意深 く
検証すると,税効果会計を適用す ることによって計上 される繰延税金資産負債
は,将 来キャッシュフローの基になるが故に認識されるのである。すなわち将
来キャッシュフロー概念を結節点として,予 測や見積 もりといった不確定な要
素を盛 り込む形で税効果会計は成 り立つ。
第4節 税効果会計の背後にあるキャッシュフロー会計
以上のように,税効果会計を適用することによって計上される繰延税金資産
負債は,将 来キャッシュフローの予測要素 という点でキャッシュフロー会計 と
結びつ く。 ここで改めて発生主義会計に批判が集まった背景 とキャッシュフ
ロー会計が注 目された理由について考え直してみたい。
発生主義会計の優位性 を唱えたもっとも著名なもの としてPatonandLittle-
ton[1940]があまりに有名である。彼 らはこの中で発生主義会計にとって最
も重要な概念 として 「対応概念」(matchingconcept),いわゆる費用収益対
応の原則を挙げている。収益 と費用とは,大 雑把に言えば企業が獲得 した成果
とそれに関わって生 じた犠牲分 を損益計算書上に表 したものである。これ らは
現金収支のみに起因するのではなく,経営者の意思 も反映 して計算 されるもの
である。それ故,適 正な収益 と費用を損益計算書上に計上するためには,現金
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収支に係る情報では不十分であり,発生主義会計が必要であると論 じるのであ
る。
しか しその一方で対応概念はきわめて抽象的であ り,結果として計算される
当期利益は恣意的に操作できるという致命的な問題点を抱えている。発生主義
会計は繰延項 目(deferrals),費用配分要素(allocations),評価勘定(valuations)
などの要素 に基づいて利益計算がなされる(Sloan[1996])。分析者の立場に
立てばこうした主観的要素に左右 される発生主義会計は,分析 をするのにあま
りに曖昧である。特に投資意思決定を行う場合,企 業の収益性や成長性 を評価
するためには経営者の主観性などからある程度中立的な指標が必要である。そ
こでキャッシュフロー情報が求め られるようになって きたのである。Bern-
stein[1993]は,利益の質 を評価す る場合営業 キ ャッシュフロー(CFO:
cashflowfromoperation)と当期利益の比率は高ければ高いほど質が高い と
する。
Beaver[1989]は以上を踏まえて次のように指摘する。
発生主義会計はキャッシュフローデータを変換(transforming)及び合計
する(aggregating)会計処理法である。…よ り一般的にいえば,発 生処理
額(accrual)は将来キャッシュフローへの経営者の期待を反映 しているの
であ り,現在及び過去のキャッシュフロー情報よりも包括的に種々の経済事
象を反映 している。(p.7)
発生主義会計は確かに欠点が多い。 しかし経営者の将来キャッシュフローへ
の予測要素 を反映するというきわめて有効 なシステムで もある12)。税効果会
計が導入 された理由もここにある。税効果会計を適用 して計算される繰延税金
資産負債は,先 述 した様々な予測要素及びその回収可能性 を踏 まえることで経
営者の将来予測 も包含する。分析 を行う際に,税 効果会計に代表 される発生主
義による会計情報 とキャッシュフロー情報 とあわせて活用することでその効果
を十分に発揮すると期待される。このような点か ら,税効果会計が会計ビッグ
12)Sloan[1996]は当期利益が将来キャッシュフローの予測に有用か どうか検証す
る。そ して発生主義会計データを株価は反映 しているかどうか も検証する。
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バ ンの一環 として導入されたのだと考えられる。
第5節 今後の課題
発生主義会計は将来キャッシュフローの予測要素 を盛 り込んでいるところに
有効性がある訳だが,こ れはあ くまで規範的な命題である。言い換 えれば税効
果会計を適用 した結果認識 される繰延税金資産負債が本当に将来のキャッシュ
フロー予測に役立つかどうかは,検証 しない限 り,その正当性は証明されない。
今後の課題として,投 資家は繰延税金資産及び負債が将来の税金に関するキャ
ッシュフロー予測に有用 かどうかを明 らかにする必要がある。Cheung,etal.
[1997]も繰延税金資産負債は将来の税金支払額の予測 に役立つかどうかを検
証した13)。
また繰延税金資産及び負債が株価 にどのように反映 されているかも検証する
意味はあろう。ChaneyandJeter[1994]は繰延税金負債 と株価の関係性を
検証 した。検証結果 としては負の関係が観察 された。市場の反応 として,繰 延
税金負債は企業価値にマイナスの影響を及ぼすと見 られたようである。米国の
市場では繰延税金負債はその他の負債と同じように認識 されている。
以上の知見が,果 たして日本企業及び日本市場 についても適合するかとい う
点については今後の課題 としたい。
13)Cheung,etal.[1997]について米国での結果 としては,繰 延税金資産及び負債
は将来の税金支払額の予測 にかなり有用であると結論 している。
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